





































































































































































































































































































































鳥取大学教育学部研究報告 人文・社会科学 第 44巻 第 1号 (1993)   77
1      90 しかし,現実には,名簿作成に派閥の利害や党員獲得のため不正な多額の金が動いたりして「見直し論」が浮上
|        している実情である。これには「各政党が良心的に候補者を選び,政党本位の選挙に国民の関心をひきつけるだ




















I          1301 BryCe,MOdern,Democracies,vol.11,1929,P.412。
10 判例時報984号26頁参照。
90 最高裁昭和39年2月5国大法廷判決 (民集18巻2号270頁)。
1      1か批判的検討を加えたものとして,芦部信喜「議員定数不均衡の司法審査・憲法訴訟の理論コ195頁以下。
10 最高裁昭和41年5月31日第二小法廷判決 (民集83号623号)
十      
“
り 最高裁昭和49年4月25日第一小法廷判決 (判時737号)1      19 最高裁昭和51年4月14日大法廷判決 (民集30巻3号223頁)。 ここでは約1対5という不均衡は違憲とされたが,
'        それ以上にどの程度の不均衡までならば許容されるのかは,具体的には明らかにされていない。学説上は,議員
一人あたり人口数の最小と最大の格差1対2を基準乃至は一応の目安とする立場が比較的多くの支持を集めてい
'        る。芦部。前掲書376頁以下,判例では東京高裁昭和55年12月23日判決 (判時984号26頁)等。
I        II 憂目肇罷紹:I::目:子 査と:領選透半1翼与辞∴撃偏撓擢詩嶺 )。 また, この原審半」決 (大阪1罰裁昭不日57年9月28日半げ
1        決・判時1070号19頁)が参議院 (旧)地方区の国民代表的性格が衆議院や参議院全国区と異なる点を認めている|        のは問題である。
1      10 昭和61年8月15日付朝日新聞。
|      
“
0 佐藤功「参議院地方区の議員定数不均衡」(法学セミナー293号20頁),高野 。前掲論文39買。
l      1501 杉原泰雄「参政権論についての覚書」(法律時報52巻3号79買)。
|                          (1993年4月20日受理)
|
|

